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問 題 

近年，労働ストレスによる心身の健康問題や過労死，過労自殺，フリーターやニートの増加など，職
業生活における様々な不適応問題への取り組みが，社会的な重要課題として認識されている（江口・戸
梶，2004，2005）。これらの問題の背景要因のひとつとして，雇用形態の多様化や労働環境の悪化な
どの環境要因が関連しているであろうことが推察できる。その一方で，同じような労働環境で働いてい
るにも関わらず，不適応問題が生じるか否か，あるいはどのような不適応問題が生じるかには個人差が
大きいことは，現実の労働の現場を見れば明らかであろう。例えば，非常に忙しい職場で働いていても，
適応的に対応できている人もいれば，体を壊すまで無理をして働き続ける人や，その状況から抜け出す
ために仕事を辞めてしまう人もいる。このような個人差を説明する要因のひとつとして，労働者個々人
の「働くこと」に対する意識や価値観の相違が考えられる（江口・戸梶，2005）。 
わが国特有の「働くこと」に対する意識については，清川・大場・Verma（2002）が，日本的経営
とは三種の神器と言われる制度的側面のみに大きな特色があるのではなく，それらの制度の背景にある
労働観や職務意識こそが，より重要な本質であると指摘している。つまり，それらの制度の元で，組織
との一体感の強い労働力を育成することこそが，日本的経営が目指していた点であり（清川・大場，
2003），そのような経営システムの元で，組織への忠誠心を高め，家族主義的な働き方をすることが労
働者には求められてきたと同時に，労働者自身もそれを是とするような「働くこと」に対する意識を形
成してきたと考えられる。森田（2004）も同様に，わが国独自の「働くこと」に対する意識が，日本
的経営やその中での人事制度によって形成されてきたのではないかと主張している。さらに，バブル経
済崩壊以降，賃金や昇進の年功序列的制度や終身雇用制度など，日本的経営の特徴とされる制度は大き
く変容し，労働者を取り巻く労働環境は著しい変化を遂げ，従来の日本的経営の中で形成されてきた「働
くこと」に対する意識が，現在の労働環境と適合しなくなった可能性がある。一方では，人間の価値観
の変化が経済社会に変容をもたらし，経済社会の変容が人間の価値観の変化をさらに促進する（林，
1985）とされるように，バブル経済崩壊後の労働環境の大きな変化に伴って，日本人の「働くこと」
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に対する意識も大きく変化していることも，結果として職業生活における不適応問題の一因になってい
ると考えられる。したがって，労働者個々人の「働くこと」に関する意識，すなわち労働価値観に着目
することで現在の様々な不適応問題への対応の一助とすることが可能になると考えられる（江口・戸梶，
2004，2005）。 
労働価値観とは，「個々人が職業生活の目的として重要であると考える要因」と定義され（江口・戸梶，

2005），職業生活を送る上での労働者の認知や態度，行動に深く関連する個人要因とされる (Adkins & 

Naumann, 2001; Chiu & Kosinski, 1995; 大山, 1990)。したがって，個々人の労働価値観を測定
するツールは，その人の認知や行動を理解するための重要な情報を提供するだけでなく，職業生活への
適応のための支援方策を検討する上でも大きな役割を担うことが期待される。ところが，これまでに開
発された労働価値観，あるいはそれに類似した概念を測定する尺度には，（1）尺度の信頼性や妥当性に
関する問題，（2）日本の組織における特異性の問題などが指摘されており，職業生活における労働者の
認知や行動を予測するためのツールとしては不十分と言わざるを得ない（江口・戸梶，2005）。 
そのため，これらの問題に対応した新たな労働価値観測定尺度の開発が行われた（江口・戸梶，2010）。
まず，先行研究レビューに基づく理論的フレームワークが検討され，労働価値観を構成する3つの概念
として「内的価値志向」，「外的価値志向」，「愛他的価値志向」が提示された。次に，これらの3概念に
該当すると考えられる質問項目が先行研究から収集され，探索的因子分析によって上記の3概念に相当
する7因子として，内的価値志向の「自己の成長」因子（「自分自身の成長のために働くこと」など10
項目），「達成感」因子（「『精いっぱい働いた』という感じをもつために働くこと」など 3 項目），外的
価値志向の「社会的評価」因子（「多くの人に注目し、尊敬してもらうために働くこと」など 9 項目），
「経済的報酬」因子（「よい生活をするのに十分な賃金をかせぐために働くこと」など3項目），愛他的
価値志向の「社会への貢献」因子（「社会のために働くこと」など6項目），「同僚への貢献」因子（「同
僚の役に立つために働くこと」など 4 項目），「所属組織への貢献」因子（「仕事を通して所属する組織
へ貢献するために働くこと」など3項目），38項目が抽出された。 
ところで，測定尺度に備わっていなければならない基本的条件として，高い信頼性と妥当性が求めら
れる（吉田，1994）。信頼性とは，偶然的要因によって尺度の得点が変化する度合いの少なさを表す概
念とされる（吉田，1994）。その評価方法には，同一テストを同一の被験者に一定期間を空けて繰り返
し実施し，得られた 2回の測定値の相関係数を求める再テスト法，1回のテストを等質な 2組に分け，
その相関係数を求める折半法などがあるが，内的一貫性の指標であるクロンバックのα係数 

(Cronbach, 1951) が信頼性の指標として多くの研究で用いられている。一方，妥当性とは，尺度が
測定しようとしている構成概念をどの程度正確に測っているか，その程度を表す概念とされる（村上・
村上，2001）。したがって，妥当性は尺度に内在する性質ではなく，尺度が測定しようとする「何か」
との関連から問われる（吉田，1994）。妥当性のうち，最も重要な特性のひとつが構成概念妥当性であ
り (Fayers & Machin, 2000)，ある尺度によって測定される構成概念について，理論的に導かれた外
的基準との関連に関する理論的文脈の中で検討される概念とされる（吉田，1994）。妥当性の概念は信
頼性と比べると，数学的に厳密に規定されていないことが多く，理論的背景が異なる様々な妥当性概念
があり，従来は内容的妥当性，基準関連妥当性，構成概念妥当性に大別されていた（村上・村上，2001）。
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しかし，近年では内容的妥当性も基準関連妥当性も構成概念妥当性に含めるべきとの考えが主流になっ
ている（平井，2006）。 
本稿では，労働価値観測定尺度の内的一貫性について確認するとともに，構成概念妥当性を検討する
際の外的基準として，労働価値観との関連が予測される組織市民行動と達成動機を取り上げた2つの研
究を行った。 

 
労働価値観と組織市民行動の関係 
組織市民行動とは，「従業員が行う任意の行動のうち，彼らにとって正式な職務の必要条件ではない行
動で，それによって組織の効果的機能を促進する行動」と定義され，「その行動は強制的に任されたもの
ではなく，正式な給与体系によって補償されるものでもない」とされる (Organ, 1988)。 
パーソナリティの傾向と組織市民行動については，両変数の関係を支持するいくつかの興味深い研究
結果が散見される。例えば，Moorman & Blakely (1995) の研究では，金融業に従事する労働者を
対象に個人主義-集団主義と組織市民行動の関連について調査が行われている。LISRELによる分析の結
果，集団主義的な価値観と組織市民行動の一部に有意な正の関連が認められた。病院に勤務する職員を
対象としたKonovsky & Organ (1996) の研究では，ビッグ・ファイブの誠実性と組織市民行動の間
に有意な正の関連が認められた。Feather & Rauter (2004) は労働価値観と組織市民行動の関連につ
いて，教員を対象に調査を行っている。正規雇用の教員では，組織市民行動と労働価値観の「多様性」，
「能力活用」の間に有意な正の相関が，臨時雇用では組織市民行動と労働価値観の「権限」，「能力活用」
の間に有意傾向ではあるが負の相関が認められた。また， Ryan (2002) はプロテスタント的労働倫理
観と組織市民行動の関係について，会計職とカトリック教区民を対象に調査を実施している。組織市民
行動を従属変数とする重回帰分析の結果，一部の労働倫理観において手続き的公正よりも強い関連が認
められた。 

以上のように，正式な職務として与えられた行動ではなく，あくまでも自主的に行われる同僚や組織
に対する支援的な行動である組織市民行動は，個々人のパーソナリティや価値観が反映されやすい行動
であると推察されることから，働くことへの意識である労働価値観とも関連があると考えられる。本研
究では，労働価値観と組織市民行動の関係について，以下の仮説を設定した。 

労働価値観の愛他的価値志向（「社会への貢献」，「同僚への貢献」，「所属組織への貢献」の 3 つの下
位概念を含む）は，社会や同僚のために働くことを労働の目的として重要視する価値観である。また，
組織市民行動は，自主的に行われる同僚や組織に対する支援的な行動であることから，両概念間の関連
は比較的強い正の関連があることが予想される。したがって， 

＜仮説 1＞労働価値観の「社会への貢献」，「同僚への貢献」，「所属組織への貢献」と組織
市民行動との間には，中程度～強い正の相関が認められるであろう。 

個人個人の職務内容が明確に区分けされているわけではない日本の多くの組織においては，同僚と協
力しながら，チームとして仕事をすすめていくことが多いと考えられる。また，労働価値観の内的価値
志向（「自己の成長」，「達成感」の 2 つの下位概念を含む）は，働くことを通して成長することや，や
り遂げたという感じを得ることを労働の目的として重要視する価値観であり，それを重要であると考え
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ている人たちは仕事に対して能動的，積極的に仕事に関わろうとするであろう。チームとして仕事をす
すめていく上で，そのような積極的な関与は結果的に同僚や組織に対する支援的な行動につながると推
察される。このことから，両概念間には正の関連が予想される。したがって， 

＜仮説 2＞労働価値観の「自己の成長」，「達成感」と組織市民行動との間には，弱い～中
程度の正の相関が認められるであろう。 

労働価値観の外的価値志向（「社会的評価」，「経済的報酬」の2つの下位概念を含む）は，「他者から
の高い評価や報酬を得るために働くこと」を労働の目的とする価値観であり，その特徴から自分の評価
を高めるための行動は積極的に行うと考えられる。一方，組織市民行動は強制的に任されたものでもな
ければ，それを行ったからといって何らかの報酬が得られるものでもないとされる。したがって， 

＜仮説 3＞労働価値観の「社会的評価」，「経済的報酬」と組織市民行動との間は無相関で
あろう。 

 
労働価値観と達成動機の関係 
一定の方向に向けた行動を生起，持続させる過程や機能の全般を動機づけという（速水・橘・西田・
宇田・丹羽，2000）。動機，あるいは動機づけは個々人を特徴づける静的，安定的な個人特性として捉
えられ（遠藤，2000），個人特性としての動機が行動の先行要因と考えられている（大久保・黒沢，2003）。 
達成動機に関する研究は，Murrayらが社会的動機のひとつとして達成動機を取り上げたことから始
まったとされる（堀野・森，1991；奈須，1995）。その後，McClelland, Atkinson, Clark, & Lowell 

(1953) は，Murrayらの研究を踏まえて，達成動機を「その文化において価値があると認められる達
成目標を成し遂げること」と定義している。この定義以降，達成動機とは「社会的・文化的に価値があ
るとされたものを成し遂げること」として捉えられてきた（堀野・森，1991）。このように，従来の達
成動機の研究では，社会的・文化的に価値があるとされたものを達成すること，すなわち社会的達成動
機を主に扱っていたが，個々人において重要な価値を持つものへの達成動機である個人的達成動機を取
り上げる必要性が指摘されている（堀野，1987）。この指摘を踏まえて，堀野・森（1991）は他者や
社会の評価にはとらわれず，自分なりの達成基準への到達をめざす達成動機である「自己充実的」達成
動機と，他者をしのぎ，他者に勝つことで社会から評価されることをめざす達成動機である「競争的」
達成動機の2因子から構成される達成動機測定尺度を開発している。 
行動を生起させ，持続させる過程や機能を指す概念である達成動機は，行動を規定するだけでなく，
状況の認知やそれを踏まえた判断などの前提となる要因とされる労働価値観と同様の機能を有すると考
えられる。本研究では，労働価値観と達成動機の関係について以下の仮説を設定した。 

労働価値観の内的価値志向（「自己の成長」，「達成感」）は働くことを通して，職業能力を高めたい，
人間的に成長したい，やり遂げたという満足感を得たいといった，成長感や遂行感を労働の目的として
重要視する価値観である。一方，「自己充実的」達成動機は，他者や社会の評価よりも，自分なりの達成
基準への到達をめざす達成動機である。このことから，両概念間には比較的強い正の関連が予想される。
また，堀野・森（1991）の調査から，「自己充実的」達成動機と「競争的」達成動機の間は無相関であ
ることが示されている。したがって， 
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＜仮説 4＞労働価値観の「自己の成長」，「達成感」と「自己充実的」達成動機との間は中
程度～強い正の相関があり，「競争的」達成動機との間は無相関であろう。 

労働価値観の外的価値志向（「社会的評価」，「経済的報酬」）は，働くことを通して社会的に評価され
たい，より多くの収入を得たいといったことを労働の目的として重要視する価値観である。一方，「競争
的」達成動機とは，他者や社会からの評価を高めることをめざす達成動機とされる。したがって，両概
念間には比較的強い正の関連があると考えられる。また，前述のように，「自己充実的」達成動機と「競
争的」達成動機の間は無相関であることが示されていることから， 

＜仮説 5＞労働価値観の「社会的評価」，「経済的報酬」と「自己充実的」達成動機との間
は無相関，「競争的」達成動機との間は中程度～強い正の相関が認められるであろう。 

これまでの研究（江口・戸梶，2010）などから，労働価値観の内的価値志向と愛他的価値志向（「社
会への貢献」，「同僚への貢献」，「所属組織への貢献」）は比較的近い概念であることが示唆されている。
このことから，仮説4の関連ほどではないが，愛他的価値志向と自己充実的達成動機の間にも正の関連
が予想される。したがって， 

＜仮説 6＞労働価値観の「社会への貢献」，「同僚への貢献」，「所属組織への貢献」と「自
己充実的」達成動機との間は弱い～中程度の正の相関があり，「競争的」達成動機との間
は無相関であろう。 

 

研 究 1 

1．目的 

研究1では，労働価値観測定尺度の内的一貫性について検討するとともに，組織市民行動との関連か
ら，労働価値観測定尺度の構成概念妥当性について検討することを目的とした。 

 
2．方法 
調査票 
労働価値観測定尺度と組織市民行動尺度からなる調査票を作成した。添付文書には調査の趣旨やプラ
イバシーの保護に関する説明を記載し，フェイスシートでは年齢や性別，職業上の属性などについて質
問した。 

労働価値観については，江口・戸梶（2010）の労働価値観測定尺度を使用した。それぞれの質問項
目の内容が現在の自分にとってどの程度重要であるかについて，「非常に重要である」から「全く重要で
ない」までの6件法で回答を求め，それぞれ6点から1点を配点した。 
また，組織市民行動の測定には，「対人的援助」，「誠実さ」，「職務上の配慮」，「組織支援行動」，「清潔
さ」の5下位尺度，33項目から構成される日本版組織市民行動尺度（田中，2002）を使用した。普段
の職業生活において各項目に示された行動を行う頻度について，「つねに行う」から「まったく行わない」
までの5件法で回答を求め，それぞれ5点から1点を配点した。 
調査対象と調査方法 
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2006 年 5 月に，A市内の事業所関係者を対象とした講習会の参加者に，調査への協力を依頼した。
調査票に添付した文書によって，調査への協力は任意であり強制ではないこと，個人が特定されるよう
な形での分析は行わないこと，分析終了後には調査票を裁断して破棄することなどを説明した。また，
調査はプライバシー保護のため無記名で行われた。調査票は講習受付時に配布され，講習終了後の会場
退出時に回収された。調査票は162名に配布され，134名から回収された。回収率は82.7%であった。 
不適切な回答の除外と回答者のプロフィール 

回収された134名の調査票のうち，連続して同じ選択肢を選ぶなど回答の信頼性が低いと判断された
9名を除外した。また，残りの125名のうち，男性が117名，女性が8名と人数に極端な偏りがあっ
たため，男性のみを分析対象とした。 

分析対象者117名の平均年齢は50.3歳（SD=7.4，範囲30-70歳）であり，一般職11名，係長・
主任クラス 25名，課長クラス 44名，部長クラス以上 36名と管理職が 7割弱を占めた。また，職種
については，技術職10名，事務職26名，管理職42名，営業職19名，販売職3名，運輸・作業職8
名，不明9名であった。 

 

3．結果 
下位尺度の信頼性係数 

労働価値観測定尺度および組織市民行動尺度の各下位尺度の信頼性係数をTable 1.に示す。労働価値
観については，各下位尺度の信頼性係数はα=.826～.952であったことから，充分な内的一貫性が確認
できた。また，組織市民行動についても，α=.800～.846の信頼性係数が得られており，尺度の信頼性
に問題はないと考えられた。 
下位尺度得点間の相関係数 

労働価値観測定尺度および組織市民行動尺度の各下位尺度得点間の相関係数をTable 1.に示す。 
労働価値観の愛他的価値志向のうち，「所属組織への貢献」は組織市民行動のすべての下位尺度と弱い
～中程度の有意な正の相関が認められた。また，「社会への貢献」と「同僚への貢献」については，組織
市民行動の「清潔さ」以外の下位尺度と弱い～中程度の正の相関関係が認められた。想定したよりも相
関関係はやや弱かったが，仮説1は概ね支持された。 
労働価値観の内的価値志向（「自己の成長」，「達成感」）は，組織市民行動の「清潔さ」以外の下位尺
度と弱い～中程度の正の相関関係が認められた。したがって，仮説2は概ね支持された。 
労働価値観の外的価値志向（「社会的評価」，「経済的報酬」）については，いずれの組織市民行動とも
無相関であった。したがって，仮説3は支持された。 

 
4．考察 
研究1は，労働価値観測定尺度の内的一貫性と，組織市民行動との関連から構成概念妥当性について
の検討を目的とした。 

内的一貫性についてはα=.826～.952と，いずれの下位尺度も高い内的一貫性認められた。この値は，
江口・戸梶（2010）のα係数と比較しても同程度であり，充分な内的一貫性を有する尺度であること
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が再確認されたと言えよう。 
また，労働価値観の愛他的価値志向は，ほとんどの組織市民行動と弱い～中程度の正の相関が認めら
れた。組織市民行動とは，あくまでも任意に，自発的に行われる支援的な行動であることから，同僚や
組織のために働くことを労働の目的として重要視する愛他的価値志向と正の相関が認められたと考えら
れる。しかしながら，両概念間には中程度～強い正の相関があることを予想していたが，実際には想定
したほど強い相関関係は認められなかった。その理由として，個々人の労働価値観以外の要因が関連し
ているであろうことが考えられる。つまり，組織の中では，それぞれの労働者は何らかの役割を与えら
れ，その役割に応じた行動をとることが期待される。組織の中で働くならば，当然，その組織の中で「こ
うあるべき」，あるいは「こうあらねばならない」といった「組織の価値観」を個人がどのように認知し，
それをどのように内在化しているのか，ということも職業生活における労働者の行動に何らかの影響を
及ぼしていると考えられる。 
労働価値観の「自己の成長」および「達成感」と組織市民行動については，日本の企業社会における
労働者の働き方から予測した仮説が概ね支持された。つまり，個人よりもチームとして働くことが多い
日本企業では，個々の労働者が積極的，能動的に職業生活に関わっていくことが組織や同僚への支援的
な行動の頻度を高めると考えられる。 
労働価値観の「社会的評価」および「経済的報酬」と組織市民行動はいずれも無相関であり，他者か
らの高い評価や報酬を得るために働くことを重要視する価値観と，同僚や組織のために自主的に行う愛
他的な行動とは関連のないことが示された。これまでのわが国の企業組織においては，家族主義的な経
営システムの下で，組織に対する貢献や誠実な態度が求められてきた（間，1996）。したがって，自分
の評価を高めるために同僚や組織に対する支援的な行動である組織市民行動を積極的に行っていたと考
えられる。例えば，西田（1997）による，わが国の労働者を対象とした調査によれば，「自分の利益に
つながると思うから組織市民行動を行う」と考えていることが示唆されている。しかしながら，その後，
わが国の企業社会においては，昇進や昇給の基準を仕事の過程や努力の程度ではなく，短期的な仕事の
結果に置く成果主義的な評価制度へと変化してきた（奥西，2001）。そのような成果主義導入の弊害と
して，主たる職務の業績を上げることが強いられることから，競争的な風土が醸成され，職場の雰囲気
が悪くなるといった問題が指摘されている（守島，1999；社会経済生産性本部，1999）。つまり，本
研究の対象者は，そのような社会の変化を経験してきた中高年の男性管理職者が多かったため，他者か
らの高い評価や報酬を得るために働くことを重要視する価値観である「社会的評価」および「経済的報
酬」と組織市民行動の間の関連が認められなかったと考えられる。今後は，本研究では少なかった女性
や若年者，非正規雇用者などを対象とした調査についても検討する必要があろう。 

以上のように，3 つの仮説が概ね支持されたことから，労働価値観測定尺度の構成概念妥当性は確認
できたと考えられる。ただし，いくつかの課題も見出された。まず，内的価値志向と愛他的価値志向は
いずれも組織市民行動と弱い～中程度の正の相関が認められ，両概念が明確に弁別できていない。さら
に，内的価値志向，外的価値志向，愛他的価値志向それぞれの下位尺度も明確に弁別できていない。ま
た，前述したように，分析対象者が中高年の男性管理職者に偏っていたことが，分析結果に何らかの影
響を及ぼしている可能性があり，対象者を広げた調査も必要であろう。 
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研 究 2 

1．目的 
研究 2 では，労働価値観測定尺度の内的一貫性について検討するとともに，達成動機との関連から，
労働価値観測定尺度の構成概念妥当性を検討することを目的とした。また，研究 1 では内的価値志向，
外的価値志向，愛他的価値志向それぞれの下位尺度が十分に弁別できなかったため，その点についても
改めて検討する。 

 
2．方法 
調査票 

労働価値観測定尺度と達成動機尺度からなる調査票を作成した。また，調査の趣旨やプライバシーの
保護に関する説明を記載した文書を添付し，フェイスシートでは年齢や性別，職業上の属性などを尋ね
た。 

労働価値観については，研究 1 と同様に，江口・戸梶（2010）の労働価値観測定尺度を使用した。
それぞれの質問項目の内容が現在の自分にとってどの程度重要であるかについて，「非常に重要である」
から「全く重要でない」までの6件法で回答を求め，それぞれ6点から1点を配点した。 
また，達成動機の測定には，「自己充実的」達成動機と「競争的」達成動機の2下位尺度，23項目か
ら構成される達成動機測定尺度（堀野・森，1991）を使用した。各質問項目に示された内容が，職場
での普段の考え方や意識にどの程度あてはまるか，「非常によくあてはまる」から「全然あてはまらない」
までの 7件法で回答を求め，それぞれ 7点から1点を配点した。なお，「競争的」達成動機の「就職す
る会社は，社会で高く評価されているところを選びたい」という質問項目は，既に就職し，働いている
人にとっては，やや違和感を感じる表現であると考えられたため，「就職する会社」を「働く会社（組織）」
に修正した。 
調査対象と調査方法 

2006年5月～6月に，現在就労している一般社会人を対象に調査を実施した。可能な限り幅広い年
代，職種の調査対象者を得たかったため，調査者の知人である調査協力者を経由して調査票が配布され
た。各調査協力者は，現在働いている10～20名程度の知人に調査票を配布した。調査票に添付した書
面で，調査への協力は任意であり強制ではないこと，個人が特定されるような形での分析は行わないこ
となどを説明し，回答は無記名で行われた。回答された調査票は，調査者以外は内容を確認できないよ
うに，添付した封筒に封入した上で調査協力者に提出され，調査協力者は回収した調査票を一括して調
査者に送付した。調査票は140名に配布され，115名から回収された。回収率は82.1%であった。 
不適切な回答の除外と回答者のプロフィール 

回収された調査票のうち，連続して同じ選択肢を選ぶなど回答の信頼性が低いと判断された4名を除
外し，111名を分析対象とした。内訳は男性 39名，女性 72名，平均年齢 40.8歳（SD=12.0），男
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性平均46.3歳（SD=11.9，範囲22-68歳），女性平均37.9歳（SD=11.1，範囲22-58歳）であっ
た。職位は，一般職70名，係長・主任職クラス17名，課長職クラス10名，部長職クラス以上11名，
不明3名であった。また，職種は事務職33名，管理職9名，営業職3名，販売・サービス職4名，医
療職27名，作業職1名，教育職25名，不明9名であった。 

 
3．結果 
下位尺度の信頼性係数 

Table 2.に各下位尺度の信頼性係数を示す。労働価値観測定尺度については，α=.810～.948 と研
究 1 と同程度の高い内的一貫性が確認できた。また，達成動機測定尺度についても，α=.869～.895
と高い信頼性係数であった。 

下位尺度得点間の相関係数 

Table 2.に労働価値観および達成動機の各下位尺度得点間の相関係数を示す。 
内的価値志向の「自己の成長」は，「自己充実的」達成動機との間に強い正の相関が認められ，「競争
的」達成動機とは無相関であった。一方，「達成感」は「自己充実的」達成動機との間に中程度の正の相
関が認められたが，「競争的」達成動機との間にも弱いながらも有意な正の相関が認められた。したがっ
て，仮説4は概ね支持された。 
また，外的価値志向の「社会的評価」は「自己充実的」達成動機と無相関，「競争的」達成動機とは強
い正の相関が認められた。一方，「経済的報酬」は両方の達成動機との間に弱い正の相関が認められた。
したがって，仮説5は一部支持された。 
愛他的価値志向の「社会への貢献」は，「自己充実的」達成動機との間に中程度の正の相関が認められ，
「競争的」達成動機とは無相関であった。しかしながら，「同僚への貢献」と「所属組織への貢献」は，
「自己充実的」達成動機と「競争的」達成動機の両方と弱いながらも有意な正の相関が認められ，仮説
6は一部棄却された。 

 
4．考察 
研究2では，労働価値観測定尺度の内的一貫性について検討するとともに，達成動機との関連から労
働価値観測定尺度の構成概念妥当性についての検討を目的とした。 

各下位尺度の信頼性係数はα=.810～.948であり，江口・戸梶（2010）や研究1の結果と同程度の
高い内的一貫性が確認できた。 
また，労働価値観の「自己の成長」は「自己充実的」達成動機と強い正の相関，「競争的」達成動機と
は無相関であった。それに対して，「自己の成長」と同じ内的価値志向である「達成感」は，「自己充実
的」，「競争的」の両方と弱い～中程度の正の相関が認められた。これは，「達成感」が必ずしも個人内の
基準だけで判断されているのではなく，他者との比較によって得られる部分もあるためと考えられる。
つまり，「達成感」を重視する労働価値観が強い人とは，個人内の独自の達成目標を目指して働くことを
目標とする同時に，その達成目標も他者から完全に独立したものではなく，例えば「同僚よりもうまく
やる」というように，他者との比較から想定される部分もあると推察される。以上のことから，「自己の
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成長」については仮説が支持され，構成概念妥当性が確認できたとともに，内的価値志向に含まれる「自
己の成長」と「達成感」の異なる概念的側面が弁別できたと解釈できよう。 

労働価値観の「社会的評価」は，「自己充実的」達成動機と無相関，「競争的」達成動機と強い正の相
関が認められた。つまり，「社会的評価」を労働の目的として重要視している人たちは，自分なりの達成
目標や充実に動機づけられているのではなく，他者との競争に勝ち，より高い評価を得ることに動機づ
けられていると解釈できる。一方で，「経済的報酬」は「自己充実的」と「競争的」の両方の達成動機と
の間に弱い正の相関が認められた。つまり，「経済的報酬」を労働の目的として重視している人たちは，
他者との競争に勝ち，より高い評価を得ることに動機づけられているだけではなく，個人内の成長感や
達成感にも動機づけられていることを示す。このように，「経済的報酬」が両方の達成動機と弱いながら
も正の相関関係が示されたということは，「社会的評価」と「経済的報酬」とは外的価値志向において異
なる概念と考えられ，両下位尺度は弁別できたと解釈できよう。 
愛他的価値志向はこれまでの研究から，内的価値志向と比較的近い概念であることが示唆されている
ため，「自己充実的」達成動機と弱い正の相関を予測し，結果もほぼ仮説を支持するものであった。しか
し，無相関を予測した愛他的価値志向の「同僚への貢献」，「所属組織への貢献」と「競争的」達成動機
の間にも弱いながらも有意な正の相関が認められた。これは，労働価値観の「同僚への貢献」，「所属組
織への貢献」に，他者や社会の評価にはとらわれず，自分なりの達成基準への到達をめざす側面と同時
に，他者をしのぎ，他者に勝つことで社会から評価されることをめざす側面の両方があることを意味す
る。つまり，日本の組織では，職場において評価を高めるためには，単に個人としての成果を上げるだ
けではなく，同僚や所属組織に貢献することが求められる（間，1996）ということが関連していると
推察される。しかしながら，「社会への貢献」は一般的に評価されることではあるが，直接的に職場での
自分の評価を高めることにはつながらないと考えられることから，「競争的」達成動機と労働価値観の「社
会への貢献」の間は無相関であったと解釈できる。したがって，「競争的」達成動機が高い人は，自分の
評価を高めるために「同僚への貢献」や「所属組織への貢献」を労働の目的として高めている可能性が
ある。 

以上のことから，仮説は一部で棄却されたが，いずれも解釈が可能であり，労働価値観の7下位尺度
はほぼ弁別可能であると判断された。 

 

総 括 

本稿は，労働価値観測定尺度の信頼性（内的一貫性）と妥当性（構成概念妥当性）について検討した
ものである。 

労働価値観測定尺度の信頼性係数は，研究 1でα=.826-.952，研究 2でα=.810-.948であり，い
ずれの下位尺度も高い値であった。したがって，労働価値観測定尺度の各下位尺度は，充分な内的一貫
性を備えていることが確認された。構成概念妥当性については，研究1において，仮説1が想定してい
たよりも弱い相関であったが，いずれの仮説も概ね支持された。また，研究2においては，仮説は一部
で棄却されたが，いずれも解釈が可能であった。以上の結果から，労働価値観測定尺度の構成概念妥当
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性は測定尺度として充分なものであることが確認されたとともに，7 下位尺度は各々弁別可能であるこ
とも併せて示唆された。 

しかしながら，本研究の限界として，被調査者の偏りを考慮しておかなければならない。失業率や有
効求人倍率は地域による格差が非常に大きい（厚生労働省，2006）。したがって，そのような労働環境
の相違が労働価値観の相違につながっている可能性もある。本稿の調査対象者は，ある地域の労働者に
偏っており，今後はサンプリングについても考慮した調査が必要であろう。 

また，前述したように，労働価値観は働くことに対する価値基準を反映しており，労働に関する個々
人の認知や行動に深く関連する要因と考えられることから，気分や感情などのように，日常的に，且つ
容易に変動するものではなく，ある程度安定的な要因として捉えることが妥当であろう。したがって，
今後は尺度得点の安定性についても検証していく必要があろう。 

社会科学の分野における構成概念の妥当性評価に関しては，基準関連妥当性も内容的妥当性も共に限
られた有用性しかもたないと考えられ，構成概念妥当性は抽象的な構成概念の測定における最も重要な
概念とされる (Carmines & Zeller, 1979; Fayers & Machin, 2000; Nunnally & Bernstein, 
1994)。構成概念妥当性の検証は，その構成概念についてより多くを学び，その関係性についての新た
な予測の構築と検証を繰り返す，長期的で常に現在進行形のプロセスであるとともに (Fayers & 
Machin, 2000)，最終的にはそれを用いる目的に対して妥当であることを証明するプロセスとされる 
(Carmines & Zeller, 1979; Fayers & Machin, 2000)。つまり，労働価値観測定尺度の開発は，職
業生活における労働者の認知や行動を理解し，不適応問題への対応を検討することを目的として進めら
れてきたのであるから，今後は労働価値観と行動や不適応問題との関連についての実証研究を進めてい
くことが，尺度の妥当性や有用性を検証する上で必要不可欠である。さらに，労働価値観とそれらの変
数との関連を実証した上で，具体的な適応への支援方策を検討する必要がある。そのためには，どのよ
うな働きかけによって，どのように労働価値観が変容するのか，そのプロセスを明らかにすることが必
要であろう。労働価値観は比較的安定的な個人特性と考えられるが，労働環境からの様々な影響を受け
て形成，変容していく可塑的な特性でもあると考えられる。したがって，労働価値観の形成，変容の過
程を明らかにすることによって，適応的な労働価値観へと変容させるための支援方策，介入方策のあり
方が検討できるであろう。 

今後は，上述したような労働価値観に関する多くの実証研究を積み上げていくことで，本尺度の妥当
性，実用性，有用性を立証していかなければならない。 
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Abstract 

The purpose of this article is to examine the reliability (internal consistency) and validity 
(construct validity) of the Work Values Scale that we developed.  We conducted two 
studies to test the reliability and validity.  In Study 1, we analyzed the data of 117 male 
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employees who responded to the questionnaire of the Work Values Scale and the 
Organizational Citizenship Behavior Scale.  As a results, the internal consistency of the 

Scale indicated high (α=.862-.952).  In addition, the construct validity was confirmed 
because the hypotheses in terms of the correlation between work values and 
organizational citizenship behavior were supported.  In Study 2, we analyzed the data of 
111 employees (39 males, 72 females) who responded the questionnaire of the Work 

Values Scale and the Achievement Motive Scale.  As a result, the internal consistency of 
the Scale provided as high as that of Study 1 (α=.810-.948).  The construct validity was 
also confirmed because the hypotheses in terms of the correlation between work values 
and achievement motive were generally supported.  Therefore these results suggested 

that the Work Values Scale had high internal consistency and construct validity.  Finally, 
limitations of the article and directions for future research were discussed. 
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